
農業委員会委員の定数について

農業委員会委員の定数については、農業委員会等に関する法律が平成１６年５月２６日

に改正、平成１６年１１月１日付けで施行され、選任による委員に土地改良区推薦委員が

追加されたので、議会推薦委員との間で調整し、次のとおり修正する。

（修正後）

選任による委員

選挙による委員 議 会 農 協 共 済 土地改良 合 計

区

旧伊方町の区域 ５人

旧瀬戸町の区域 ４人

旧三崎町の区域 ５人

３人 １人 １人 １人

合 計 １４人 ３人 １人 １人 １人 ２０人

（修正前）

選任による委員

選挙による委員 議 会 農 協 共 済 合 計

旧伊方町の区域 ５人 ２人 ７人

旧瀬戸町の区域 ４人 １人 ５人

旧三崎町の区域 ５人 １人 ６人

１人 １人 ２人

合 計 １４人 ４人 １人 １人 ２０人



小委員会確認 平成１６年 ２月２７日 合併協議会提案 平成１６年 ３月 ５日伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会 項目別調整内容

（項目 ．７ ） （項目 ．１２ ）協 議 項 目 番号 関 係 項 目（ ） 農業委員会委員の任期及び定数の取扱い No No特別職の身分の取扱い

合併協議会事務局事務・事業・制度名等 担当部会名等

【調整方針確認日】（１）農業委員会については、新町に１つの農業委員会を置き、市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の
規定は適用しない。

（２）選挙による委員の定数は、１４人とする。
（３）選挙による委員の選出にあたっては、３つの選挙区を設けることとし各選挙区の定数は、次のとおりとする。 平成１６年３月２６日基 本 調 整 方 針

旧伊方町の区域 ５人
旧瀬戸町の区域 ４人 平成１６年８月１７日 改正
旧三崎町の区域 ５人

（４）報酬等については、現行の報酬額及び同規模自治体の例をもとに調整する。

具体項目 伊 方 町 瀬 戸 町 三 崎 町

委員の定数 公選による委員 １０人 公選による委員 １５人 公選による委員 １４人
選任による委員 ６人 選任による委員 ４人 選任による委員 ４人

計 １６人 計 １９人 計 １８人

委員の任期 平成１６年３月２３日～平成１９年３月２２日 平成１４年４月１日～平成１７年３月３１日 平成１５年５月２０日～平成１８年５月１９日

選挙区の数 １選挙区 １選挙区 １選挙区

町内の農地面積 １，０３４ ヘクタール ９１７ ヘクタール １，０３９ ヘクタール

町内の農家戸数 ８５４戸 ５６０戸 ８３０戸

※ 町内の農地面積：農家台帳の農地面積
※ 町内の農家戸数：選挙人名簿農家戸数



（項目 ．７ ） （項目 ．１２ ）協 議 項 目 番号 関 係 項 目（ ） 農業委員会委員の任期及び定数の取扱い No No特別職の身分の取扱い

平成１７年３月３１日合併の場合 平成１７年４月１日合併の場合 関 係 法 令

１ 任期の取扱いについ 市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第 市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第 ※ 市町村の合併の特例に関する法律
て １号の規定を適用し、平成１７年７月１９日まで引 １号の規定は、適用しない。 （農業委員会の委員の任期等に関する特例）

き続き新町の農業委員会の選挙による委員として在 第８条 市町村の合併の際合併関係市町村の農業委
任する。 員会の選挙による委員で当該合併市町村の農業委

、員会の委員の被選挙権を有することとなるものは
合併関係市町村の協議により、新たに設置された
合併市町村にあっては８０を超えず１０を下回ら
ない範囲で定めた数 ・・・ 中略 ・・・次に掲、 （ ）
げる期間引き続き合併市町村の農業委員会の選挙
による委員として在任することができる。

、一 新たに設置された合併関係市町村にあっては
市町村の合併後１年を超えない範囲で当該協議
で定める期間

二 （編入の場合の規定・・・略）
２ 前項の場合においては ・・・・ 中略 ・・・、 （ ）
当該数をもって、当該合併市町村の農業委員会の
選挙による委員の定数とし、選挙による委員に欠
員を生じ、又はこれらの委員がすべてなくなった
ときは、これに応じて、その定数は、同条の規定
に基づく定数に至るまで減少するものとする。

２ 任期の特例適用期間
中の農業委員会の選挙
による委員の数の取扱 定 数
いについて

旧伊方町の区域 １０人

旧瀬戸町の区域 １５人

旧三崎町の区域 １４人

合 計 ３９人



（項目 ．７ ） （項目 ．１２ ）協 議 項 目 番号 関 係 項 目（ ） 農業委員会委員の任期及び定数の取扱い No No特別職の身分の取扱い

平成１７年３月３１日合併の場合 平成１７年４月１日合併の場合 関 係 法 令

３ 農地部会の取扱いに 選挙による委員の定数が２１人以上になるため、 選挙による委員の定数が２１人未満のため、農地 ※ 農業委員会等に関する法律
ついて 市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１ 部会は設置しない。 （部会の設置及び構成）

号の規定する農業委員会の選挙による委員の任期に 第１９条 農業委員会に第６条第１項第１号及び第
関する特例適用期間中は、農地部会を設置する。 ２号並びに同条第２項第１号及び第２号に掲げる

事務を処理するため、農地部会を置く。
１ 選挙による委員の定数 １５人 ２ 農地部会は、次の各号に掲げる委員をもって構

成する。
定 数 一 選挙による委員が互選した者１０人から１５

人
旧伊方町の区域 ５人 二 第１２条第１号の委員が互選した者

三 第１２条第２号の委員が互選した者
旧瀬戸町の区域 ５人 ３ 農業委員会に第６条第２項第３号（基本的な方

針の決定を除く ）から第６号までに掲げる事務。
旧三崎町の区域 ５人 及び同条第３項に規定する事務（行政庁の諮問に

対する答申を除く ）を処理するため、１又は２。
合 計 １５人 以上の部会を置くことができる。

略
選挙による委員の定数が２０人以下である農業10

委員会にあっては、農地部会及び第３項の部会を
置かない。

２ 選任による委員の定数 ５人 ※ 農業委員会等に関する法律
① 農業協同組合及び農業共済組合ごとに推薦し （選任による委員）
た者 各１人 第１２条 市町村長は、選挙による委員のほか、次

の各号に掲げる者を委員として選任しなければな
定 数 らない。

一 農林水産省令で定める農業協同組合及び農業
西 宇 和 農 業 １人 共済組合が組合ごとに推薦した理事（経営管理
協 同 組 合 委員を置く農業協同組合にあっては、理事又は

経営管理委員）各１人
八 幡 浜 地 方 １人 二 当該市町村の議会が推薦した農業委員会の所
農業共済組合 掌に属する事項につき学識経験を有する者５人

以内
合 計 ２人

② 議会が推薦した農業委員会の所掌に属する事
項につき学識経験を有する者 ３人

定 数

旧伊方町の区域

旧瀬戸町の区域 ３人

旧三崎町の区域

合 計



（項目 ．７ ） （項目 ．１２ ）協 議 項 目 番号 関 係 項 目（ ） 農業委員会委員の任期及び定数の取扱い No No特別職の身分の取扱い

平成１７年３月３１日合併の場合 平成１７年４月１日合併の場合 関 係 法 令

４ 選挙区の取扱いにつ 市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第 農業委員会については、新町に１つの農業委員会 ※ 農業委員会等に関する法律
いて １号の規定による農業委員会の選挙による委員の任 を置き、３つの選挙区を設けることとし、農業委員 （選挙の単位）

期に関する特例の適用期間の終了後、選挙による委 会の選挙による委員の定数は、１４人とする。 第１０条の２ 農業委員会の選挙による委員は、そ
員の改選にあたっては、３つの選挙区を設けること の農業委員会の区域において選挙する。
とし、選挙による委員の定数は、１４人とする。

２ 市町村長は、農業委員会の選挙による委員の選
選 挙 区 定 数 選 挙 区 定 数 挙につき、特に必要があると認めるときは、前項

の規定にかかわらず、政令で定める基準に従い、
旧伊方町の区域 ５ 人 旧伊方町の区域 ５ 人 条例で、当該農業委員会の区域を分けて２以上の

選挙区を設けることができる。
旧瀬戸町の区域 ４ 人 旧瀬戸町の区域 ４ 人 ３ 前項の場合において、各選挙区において選挙す

べき農業委員会の委員の定数は、おおむね選挙人
旧三崎町の区域 ５ 人 旧三崎町の区域 ５ 人 の数に比例して、条例で定めなければならない。

４ 第２項の規定により農業委員会の委員の選挙に
つき選挙区が設けられた場合において、選挙人の
所属の選挙区は、その住所による。

５ 定数の取扱いについ 任期に関する特例の適用期間終了後の農業委員会 新設農業委員会委員の定数 ※ 農業委員会等に関する法律
て 委員の定数 （選挙による委員）

第７条 農業委員会の選挙による委員は、被選挙権
選挙に 選任による委員 選挙に 選任による委員 を有する者について、選挙権を有する者が選挙す
よる委 合 計 よる委 合 計 るものとし、その定数は、政令で定める基準に従
員 議会 農協 共済 員 議会 農協 共済 い、１０人から４０人までの間で条例で定める。

２ 前項の委員の定数の変更は、一般選挙の場合で
旧伊方町の区域 ５人 ２人 ７人 旧伊方町の区域 ５人 ２人 ７人 なければ行うことができない。

※ 農業委員会等に関する法律施行令
旧瀬戸町の区域 ４人 １人 ５人 旧瀬戸町の区域 ４人 １人 ５人 （選挙による委員の定数の基準）

第２条の２ 農業委員会の選挙による委員の定数の
旧三崎町の区域 ５人 １人 ６人 旧三崎町の区域 ５人 １人 ６人 基準は、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。
１人 １人 ２人 １人 １人 ２人

区分 定数の基準
合 計 １４人 ４人 １人 １人 ２０人 合 計 １４人 ４人 １人 １人 ２０人

１ (１) その区域内の農地面積が ２０人以下
１，３００ヘクタール以下の
農業委員会

(２) １０アール（北海道にあ
っては、３０アール）以上の農
地につき耕作の業務を営む個人
のその区域内における世帯数及
びその面積以上の農地につき耕
作の業務を営むその区域内に住
所を有する農業生産法人（農地
法第２条第７項に規定する農業
生産法人をいう。以下同じ ）。
の数の合計数（以下「基準農業
者数」という ）が１，１００。
以下の農業委員会

２ １の項及び３の項に掲げる農業 ３０人以下
委員会以外の農業委員会

３ その区域内の農地面積が５，０ ４０人以下
００ヘクタールを超え、かつ、
基準農業者数が６，０００を超
える農業委員会




